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村上市人口減少問題対策
〜取り組めることから取り組む〜

　
昨
年
３
月
、
２
０
４
０
年
（
平
成
52
年
）
の
村
上

市
の
推
計
人
口
は
４
万
１
０
７
３
人
、高
齢
化
率（
※

１
）
は
43
・
９
％
と
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
結
果
を
受
け
市
で
は
、「
村
上
市
人
口
減
少

問
題
対
策
委
員
会
」
を
設
置
し
、「
取
り
組
め
る
こ

と
か
ら
取
り
組
む
」
を
基
本
方
針
と
し
た
村
上
市
人

口
減
少
問
題
対
策
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
」
を
策
定

し
ま
し
た
。
こ
の
プ
ラ
ン
に
基
づ
い
て
進
め
る
各
種

事
業
、
施
策
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。

※１　高齢化率・・・総人口に占める65歳以上人口の割合

※２　生産年齢人口・・・労働力の中核をなす15歳以上65歳未満の人口層

チャレン
ジ

チャレン
ジ

プランプランChallengePlan
自
然
減
と
社
会
減
に
よ
る

　
生
産
年
齢
人
口
の
減
少

　

本
市
の
人
口
減
少
の
原
因
は
、
死

亡
者
数
が
出
生
者
数
を
上
回
る
自
然

減
と
、
転
出
者
数
が
転
入
者
数
を
上

回
る
社
会
減
に
よ
る
も
の
で
、
人
口

を
支
え
る
基
盤
と
な
る
生
産
年
齢
人

口（
※
２
）が
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。

ポ
イ
ン
ト
は
少
子
化
対
策

と
定
住
・
交
流
人
口
の
拡
大

　

生
産
年
齢
人
口
を
確
保
す
る
た
め

に
は
、
で
き
る
だ
け
た
く
さ
ん
の
子

ど
も
を
産
み
、
育
て
る
こ
と
が
で
き

る
環
境
づ
く
り
と
、
地
元
に
定
住
す

る
こ
と
が
で
き
る
雇
用
の
創
出
、
そ

し
て
地
域
経
済
の
活
性
化
に
欠
か
せ

な
い
交
流
人
口
の
拡
大
が
大
変
重
要

な
ポ
イ
ン
ト
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
視
点
か
ら
委
員
会
に
は
、
子

育
て
支
援
、
雇
用
創
出
、
元
気
な
ま

ち
づ
く
り
の
３
つ
の
部
会
の
ほ
か
、

人
口
減
少
に
よ
る
影
響
を
調
査
す
る

部
会
を
含
め
た
計
４
つ
の
部
会
を
設

置
。
平
成
26
年
度
か
ら
取
り
組
む
事

業
と
、
中
長
期
的
に
取
り
組
む
事
業

を
段
階
的
に
協
議
し
、
早
期
事
業
化

を
目
指
し
た
プ
ラ
ン
を
策
定
し
ま
し

た
。

子育て支援部会（抜粋）
平成26年度から取り組む事業
　○子育て支援メールマガジン
　　 予防接種や検診、イベントなどの子育てに関する情報

を登録した人に定期的に発信します。

　　（詳しくは市報４月１日号で紹介しています）

　○乳幼児紙おむつ処理支援事業
　　 平成26年４月１日以降に生まれた子の世帯に、紙おむ

つを処理するための指定ゴミ袋を支給します。

中長期的に取り組む事業
　○子どもの人数に応じた新たな保育料の研究
　○病児・病後児保育の実施

現在、策定中の「村上市子ども・子育て

支援事業計画（平成27年度～）」で、新

たな支援策を検討しています。
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影
響
調
査
部
会
で
は
・・・

　

影
響
調
査
部
会
で
は
、
普
通
交
付

税
や
医
療
費
、
国
民
健
康
保
険
税
、

個
人
住
民
税
な
ど
に
つ
い
て
、
現
行

制
度
が
継
続
す
る
こ
と
を
前
提
に
、

２
０
２
０
年
ま
で
推
計
し
ま
し
た
。

　

普
通
交
付
税
、
個
人
住
民
税
で
は

人
口
減
少
の
影
響
が
見
ら
れ
た
他
、

医
療
費
は
２
０
２
０
年
が
ピ
ー
ク
と

な
り
、
被
保
険
者
１
人
当
た
り
の
国

民
健
康
保
険
税
額
が
、
現
在
の
３
割

増
加
の
推
計
と
な
り
ま
し
た
。

多
く
の
ご
意
見
を
参
考
に

　

各
作
業
部
会
で
は
、
で
き
る
だ
け

多
く
の
意
見
を
直
接
お
聞
き
す
る
た

め
、
乳
幼
児
健
診
や
新
生
児
訪
問
、

母
子
手
帳
交
付
時
、
子
育
て
支
援
セ

ン
タ
ー
で
の
聞
き
取
り
調
査
の
ほ
か
、

企
業
懇
談
会
や
成
人
式
参
加
者
へ
の

ア
ン
ケ
ー
ト
、
婚
活
事
業
に
関
す
る

各
種
団
体
と
の
意
見
交
換
会
を
開
催

し
、
各
事
業
の
立
案
の
参
考
と
し
ま

し
た
。

第
２
次
総
合
計
画
に
向
け
て

　

市
で
は
、
本
プ
ラ
ン
の
早
期
事
業

化
を
図
る
と
と
も
に
、
第
２
次
村
上

市
総
合
計
画
の
策
定
作
業
に
お
い
て

更
な
る
支
援
策
を
検
討
し
ま
す
。

こ
の
プ
ラ
ン
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

で
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
る
ほ
か
、

本
庁
、
各
支
所
、
中
央
図
書
館
な

ど
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す

●
問
い
合
わ
せ

　

政
策
推
進
課
企
画
政
策
室

　

（
内
線
５
３
１
・
５
３
２
）

雇用創出部会（抜粋）

元気なまちづくり
部会（抜粋）

平成26年度から取り組む事業
　○企業設置奨励条例の拡充
　　 新規企業の進出や既存企業の設備投資への支援

を拡充します。

　○空き工場、空き地バンクの開設
　　民有地などの情報を収集し、公開します。

平成26年度から取り組む事業
　○婚活支援事業補助金
　　 男女の出会いの場や交流イベントなどを企画する

団体などへ補助金を交付します。（詳しくは市報４

月１日号で紹介しています）

　○臨海学校の誘致
　　 関東圏での誘致活動により、瀬波海岸への臨海学

校の誘致を推進し、交流人口の拡大と地域経済の

活性化を図ります。

中長期的に取り組む事業
　○�遊休公共用地を活用した若者向け住宅地の
提供

　○若者の交流を通した地域活性化事業の推進
　○空き家などを活用した「まちの駅構想」の推進

中長期的に取り組む事業
　○空き店舗活用チャレンジショップ事業の創設
　○（仮）産業元気プランの策定、産業などの活性化補助制度の拡充
　○雇用のミスマッチ解消に向けた支援制度の創設

　人口減少問題対策としてチャレンジプラン
に登載されている事業や関連する事業には、
左のロゴマークをつけています。
　人口減少対策に市としてチャレンジしてい
く姿勢と「Challenge（チャレンジ）」という単語
の頭文字である「C」をアレンジしています。


